
 

1 
 

  

令和７年９月 26 日 

こども家庭庁 

 

こども家庭庁×農林水産省 

「こども食堂等への政府備蓄米の無償交付制度」の活用促進 

 

農林水産省が行う「政府備蓄米の無償交付制度」の活用促進のために、農林水

産省と連携して、制度の周知や申請手続の簡素化などの取組を行います。 

 

 

１． 趣旨 

農林水産省では、食育の一環として、こども食堂・こども宅食、フードバンクへ政

府備蓄米の無償交付を行っています。昨今の物価高の中で、ごはん食の提供が難

しくなっている団体もあることから、今年度、農林水産省と連携した取組を実施し

ます。 

具体的には、こども家庭庁から、自治体や関係団体等を通じた制度の周知、支援

事業の実施団体（こども食堂・こども宅食等）に申請手続のサポートを行います。 

農林水産省では、支援事業の対象となっているこども食堂・こども宅食等につい

て申請手続を簡素化し、これに併せて申請機会の拡大を行い、ごはん食の提供機

会の拡大を図ります。 

 

２．支援の内容 

（1）こども家庭庁と農林水産省との連携 

１． 自治体や関係団体等を通じて政府備蓄米の無償交付制度について周知活動

を行っていきます。 

２． こども家庭庁の事業（※）により支援を受けているこども食堂・こども宅食等

について、事業費を政府備蓄米の無償交付の申請事務費用に充てることが可

能である旨を明示して周知することにより、申請をサポートします。 

３． また、こども家庭庁の事業（※）により支援を受けているこども食堂・こども宅

食等について、政府備蓄米の無償交付の申請手続を簡素化します。 

（※）「地域こどもの生活支援強化事業」及び「ひとり親家庭等のこどもの食事等支援事業」の予定 
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（2） 政府備蓄米の無償交付の申請機会の拡大（農林水産省において実施） 

（1）の対策に併せ、政府備蓄米の無償交付の申請機会を拡大します。なお、下

記の申請機会の拡大は、こども家庭庁の事業による支援の有無に関わらず申請

可能です。 

➣こども食堂・こども宅食 

・年度内最大 5 回の申請回数のところ、今年度は 12 回申請に引き上げ 

※年度内 1 団体当たり最大 12 回（600kg×12 回＝7.2t）を支援 

➣フードバンク 

・通常の年度内に 2 回（8 月、2 月）の募集及び 7 月の追加募集に加え、さらに

10 月に 2 回目の追加募集を実施 

・今後の予定：10 月 14 日（火）から 10 月 31 日（金）までの間で公募 

※交付対象数量は 1 申請団体当たり、前年度の食品取扱実績の 10 分の 1 又は 25t のいずれ

か少ない数量。（通常の 1 団体当たりの年間最大交付数量（食品取扱実績の 5 分の 1 又は

50t）とは別枠で追加） 

 

（参考）  

政府備蓄米の交付について（農林水産省 HP） 

地域こどもの生活支援強化事業（こども家庭庁 HP） 

ひとり親家庭等のこどもの食事等支援事業（こども家庭庁 HP） 

 

 

【本件連絡先】 

こども家庭庁支援局家庭福祉課 

伊藤、石田、川上 

 電話 03-6859-0１８３（直通） 

※備蓄米交付申請の具体の内容については、 

農林水産省にお問い合わせください。 

https://www.maff.go.jp/j/seisan/kokumotu/bichikumai.html
https://www.cfa.go.jp/policies/kodomonohinkon/seikatsushien/
https://www.cfa.go.jp/policies/hitori-oya/kodomo-syokuji-koubo/


農林水産省×こども家庭庁 「こども食堂等への政府備蓄米の無償交付制度」の活用促進

〇 農林水産省が食育支援の一環として行っているこども食堂等への政府備蓄米の無償交付について、さらに制度を活用していただ

くため、こども家庭庁と連携。

〇 こども家庭庁から、自治体等を通じた制度の周知、支援事業の実施団体（こども食堂等）に申請手続きのサポートを行う。 農林水

産省は、こども家庭庁の支援事業の実施団体に関する申請手続きの簡素化を図る。併せて、申請機会の拡大を行い、ごはん食の提供

機会の拡大を図る。

〇こども食堂・こども宅食：通常、年度内の申請回数上限５回のところ、今年度は年度内12回に引き上げ。

   ※年度内１団体当たり最大12回（600kg×12回＝7.2ｔ）を支援

〇フードバンク：通常の２回（２月、８月）の申請募集及び７月の追加募集に加え、今年度は、さらに10月に追加募集を実施。

  ※申請団体ごとに、通常の前年度の食品取扱実績1/5以内（50トン上限）とは別枠で、1/10以内（25トン上限）を支援

政府備蓄米の無償交付の申請機会の拡大

＜さらに制度を利用されるために・・・・＞
①さらなる制度の周知、 ②申請手続きをサポート、 ③申請手続きの簡素化

ごはん食の
提供機会の
拡大

農林水産省とこども家庭庁が連携し、以下の取組を実施

農

林

水

産

省

こ
ど
も
食
堂
・

こ
ど
も
宅
食
等

備蓄米交付

備蓄米申請

①自治体や関係団体を

通じて制度を周知
②既存の補助事業の範囲で、

申請手続きをサポート

③申請手続きの
簡素化

こども家庭庁
が実施

凡例

農林水産省
が実施

※既存の補助事業の

実施状況に関する情報共有

④申請機会
の拡大

10月実施
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